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2006年3月期第1四半期　単独業績

（単位：百万円、％）

営業収益

営業利益

経常利益

当期利益

9,417

4,200

4,348

2,378

+52.1

+78.8

+83.2

+91.6

前年同期比
増減率

2006年3月期　1Q
（2005年4月～2005年6月）

6,193

2,349

2,373

1,241

2005年3月期　1Q
（2004年4月～2004年6月）

純営業収益 8,737 +51.95,753

四半期ベースで収益面、利益ともに過去最高を更新
前年同期比で大幅な増収増益を達成
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2006年3月期第１四半期　連結業績

（単位：百万円）

営業収益

営業利益

経常利益

当期利益

10,257

4,229

4,381

2,407

2006年3月期
第１四半期

（2005年4月～2005年6月）

純営業収益 9,558

当社は2005年3月期第4四半期より連結財務諸表を作成しているため前年同期比は記載しておりません。
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2005年3月期第4四半期の業績

（単位：百万円）

営業収益

営業利益

経常利益

8,592

3,988 

3,959

第4四半期
（2005年1～3月）

5,949 

2,270 

2,276 

第2四半期
（2004年7～9月）

純営業収益 8,1225,472 

今第1四半期（3ヶ月間）は、四半期ベースでも
収益面、利益面ともに最高益を更新

2005年3月期

6,439 

2,504

2,616

第3四半期
（2004年10～12月）

5,831

9,417

4,200

4,348

第1四半期
（2005年4～6月）

8,737

2006年3月期

6,193

2,349

2,373

第1四半期
（2004年4～6月）

5,753
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2006年3月期第１四半期決算のポイント

（2）委託手数料収入・・・前年同期比36％増の6,205百万円に拡大

（3）金融収益・・・前年同期比の約70％増の2,085百万円に拡大

（4）引受・募集・売出手数料・・・前年同期の約80％増の262百万円に拡大

（5）トレーディング収益・その他手数料収入・・・前年同期比約3.5倍の864百万円に拡大

（6）販売費・一般管理費

・総合口座数683,696口座（2005年6月）。3ヶ月で90,953口座（月間平均30,317口座）を獲得。
・今第1四半期における個人売買代金シェアは24.8％と過去最高を更新。

・信用口座数70,572口座（2005年6月）。第1四半期9,928口座（月間平均3,309口座）を獲得。
・信用建玉も321,529百万円と前年同月末比約1.6倍に拡大。

・IPOのシ団への参入件数が増加。

・引受金額、引受件数の両方でオンライン証券専業トップ。

・外国債券や外国為替保証金取引など外貨建商品への積極的な取り組み。

・BRICｓ等の企業の株式を組み込んだ投資信託やオルタナティブ投信等の取扱。

・取引増によるボリュームディスカウントが効いたことで販管費の抑制を実現。

（1）オンライン各社との決算比較・・・他社が苦戦する中大幅に業績を伸ばす。

・対前期（2005年３月期第４四半期）比較において当社のみ業績を拡大。
・単体では受入手数料で松井証券を超え、オンライン証券No.1となる。
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オンライン証券各社の2005年3月期第1四半期との経営成績（連結）比較

52%

24%

-7%

7%

34%

-10%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%
イー・トレード

カブコム
松井
MBH

楽天

営業収益営業収益

経常利益経常利益
当期利益当期利益

83%

41%

-14%

13%

36%

-20%

0%

20%

40%

60%

80%

100%
イー・トレード

カブコム
松井
MBH

楽天

79%

38%

-15%

14%
21%

-20%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

イー・トレード
カブコム

松井
MBH
楽天

営業利益営業利益

94%

-17% -15%

-43%

52%

-60%

-40%

-20%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%
イー・トレード
カブコム
松井

MBH
楽天

対前年
同期比較

（1）　オンライン各社との決算比較

出所：各社公表資料より当社にて集計
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オンライン証券各社の2005年3月期第4四半期との経営成績（連結）比較
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（1）　オンライン各社との決算比較

出所：各社公表資料より当社にて集計
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受入手数料と営業収益（連結）においてオンライン証券No.1に
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イー・トレードイー・トレード

松井証券との受入手数料比較

イー・トレード　6,755百万円
松井証券　　　6,718百万円

[百万円 ] 松井証券との営業収益比較（連結）

イー・トレード　10,257百万円
松井証券　　　9,693百万円
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（1）　オンライン各社との決算比較

出所：公表資料より当社にて集計
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4,577

6,205

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

(2) 委託手数料収入

（百万円）

2005年3月期1Q
（2004年4月～2004年6月）

2006年3月期1Q
（2005年4月～2005年6月）

約36％増

イー・トレード証券決算のポイント
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主要オンライン証券5社の口座数 オンライン証券主要5社の口座数推移
（口座数）（口座数） （2005年6月末現在） （2003年12月から2005年6月まで）

出所：各社ホームページ等公表資料より当社にて集計
※ マネックス証券、日興ビーンズ証券はMonexBeansとして合算。

主要オンライン証券の口座数比較

2003年 2004年

2005年4月から2005年6月まで
の月間平均口座獲得数は、
30,317口座と高水準。
2005年3月には過去最高の
33,968件を獲得。

（2）.　委託手数料収入

262,291
299,611

314,216

453,140

683,696
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198,164

253,988

290,558

351,950

592,743
624,092

653,913

228,961

452,493

683,696

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

3月 9月 3月 9月 3月 9月 3月 4月 5月 6月

当社の口座数推移

（口座数）

2003年3月期 2004年3月期 2005年3月期

2004年3月期（12ヶ月間）
月間平均獲得口座
8,163口座

2003年3月期（12ヶ月間）
月間平均獲得口座
4,652口座

2005年3月期（12ヶ月間）
月間平均獲得口座
20,066口座

2006年3月期（4-6月平均）
月間平均獲得口座　30,317口座

2006年3月期

（2）.　委託手数料収入



<13>

47,443
23,198 19,632 17,439 21,865

60,124

31,806
22,911 22,309 23,197

80,126

36,663
28,349 29,576 27,572

90,953

44,745

13,626 29,126
50,389

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

イー･トレード 松井 MBH カブコム 楽天

1Q(2005年4月～6月)

4Q（2005年1月～3月）

3Ｑ（2004年10月～12月）

2Ｑ（2004年7月～9月）

278,646

84,518

（獲得口座数）

136,412

98,450

出所：　各社ホームページ等公表資料より当社集計

主要オンライン証券の獲得口座数比較

123,023

2004年7月～2005年6月の1年間の獲得口座数

2Q

3Q

4Q

1Q

（2）.　委託手数料収入
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出所：各社ホームページ等公表資料より当社にて集計

（百万円）

2003年

2005年6月における
一日当たり売買代金
（百万円）

2004年

主要オンライン証券の株式委託売買代金推移

主要オンライン証券5社の1日当たり平均売買代金の推移
（2003年4月から2005年6月まで）

※ マネックス証券、日興ビーンズ証券はMonexBeansとして合算。

松井
77,664

楽天
84,487

イー･トレード
179,926

カブドットコム
37,752

MBH
61,987

2005年

（2）.　委託手数料収入
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主要オンライン証券の個人株式委託売買代金シェア

過去3年間の同期間比較

出所：東証統計資料、JASDAQ統計資料、各社ホームページ等公表資料より当社にて集計
※ 個人株式委託売買代金は3市場（1・2部）とJASDAQを合算
※ マネックス証券、日興ビーンズ証券はMonexBeansとして合算。

（１）.　委託手数料収入

その他
49.7％

主要オンライン
証券5社
50.3％

2006年3月期
（2005年4月～2005年6月）

その他
44.0％

主要オンライン
証券5社
56.0％

その他
38.5％

主要オンライン
証券5社

61.5％

4.9カブドットコム

7.0Monex Beans

10.5DLJ(楽天証券）

12.3松井証券

15.6％イー・トレード

8.5Monex Beans

5.1カブドットコム

10.0DLJ(楽天証券）

14.0松井証券

18.4％イー・トレード

8.3Monex Beans

11.8楽天証券

5.4カブドットコム

11.2松井証券

24.8％イー・トレード

2005年3月期
（2004年4月～2004年6月）

2004年3月期
（2003年4月～2003年6月）
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個人委託売買代金における野村證券との比較

1.30%

25%

8%
10%

8%

25%
22%

18%
16%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

2000_3 1Q 2004_3 1Q 2005_3 1Q 2005_3 4Q 2006_3 1Q

イー・トレードイー・トレード

野村野村

出所：東証統計資料、JASDAQ統計資料、各社ホームページ等公表資料より当社にて集計
※ 当社シェアは個人株式委託売買代金は3市場（1・2部）とJASDAQを合算

20倍
2.7倍

6年前にはおよそ20倍ものシェア差があったが、2005年3月期には反対に2.7倍
ものシェア差をつけた。
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0
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9,000

10,000

11,000

12,000
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３大証券会社との株式委託売買代金比較

（10億円）

出所：証券会社各社・東証の公表数値をもとに当社作成

2002年3月期 2003年3月期 2004年3月期 2005年3月期

各社の株式委託売買代金の推移

（単位：10億円、括弧内各社委託売買
代金を３市場委託で除したシェア）

2006年3月期1Qにおける委託シェア
（イー・トレード、松井以外
については2005年3月期4Q）

日興シティ 4,690(3.81%)

大和 2,527(2.05%)

松井　4,750（3.87%）

野村

大和SMBC5,534(4.50%)

10,805（8.80%）

日興コーディアル 1,765(1.44%)

9,685（7.88%）

（2）.　委託手数料収

2006年3月期
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上場オンライン証券との平均手数料・ベーシス比較

（円）
平均委託手数料、ベーシス比較
（2006年3月期第1四半期）

（ベーシス）

ベーシスベーシス

平均手数料平均手数料

出所：各社決算資料より当社作成

平均手数料：　委託手数料÷約定件数
ベーシス：　委託手数料÷委託売買代金

（2）.　委託手数料収入
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(参考) 預り資産の推移

（億円）

13,911

4,568
6,418

25,062

13,327
15,427

6,068
7,828

10,860

14,161
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イー・トレード 松井 ＭＢＨ カブコム 楽天

2005年3月期第1四半期
2006年3月期第1四半期

前年比
+77.0％

前年比
+22.7％

前年比
+10.9％

前年比
+32.8％

前年比
+22.0％

【参考】
野村證券（単体）：700,000億円

（2）.　委託手数料収入

出所：　各社ホームページ等公表資料より当社集計
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(3) 金融収益

（百万円）

787

1,405

2,085

1,227

0

1,000

2,000

3,000
金融収益

金融収支（金融収益－金融費用）

約70％増

イー・トレード証券決算のポイント

2005年3月期1Q
（2004年4月～2004年6月）

2006年3月期1Q
（2005年4月～2005年6月）



<21>

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1
月 2月 3月 4月 5月 6月

70,572

55,880

26,656 27,155

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

イー･トレード 松井 カブコム MBH

（信用口座数） 松井証券との信用口座数比較　上場オンライン証券5社の信用口座数

上場オンライン証券との信用口座数比較

2004年

当社の2004年4月から2005年3月まで
の信用口座獲得件数は、30,227口座
と松井証券の13,553口座の2.2倍のペー
ス。昨年10月には松井を追い越し、
その差を拡大している。

（2004年3月から2005年6月まで）（2005年6月末現在）（信用口座数）

出所：各社ホームページ等公表資料より当社にて集計
※ マネックス証券、日興ビーンズ証券はMonexBeansとして合算。

イー･トレード
70,572

松井
55,880

2005年

（3）　金融収益
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信用建玉の推移

（3）　金融収益
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112,925 108,488
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213,856 207,913
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307,869

2005年

321,529
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(4) 引受・募集・売出手数料

（百万円）
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イー・トレード証券決算のポイント

2005年3月期1Q
（2004年4月～2004年6月）

2006年3月期1Q
（2005年4月～2005年6月）
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当社IPO引受実績

（4）　募集・引受・売出手数料
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26
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2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年

引受比率15％以上　28社
幹事指名　31社

2335HSBCガンホー（大H）3/9

1315みずほインベトレイダーズ証券4/7

2527大和日本通信4/21

1010新光
船井財産ｺﾝｻﾙﾀﾝ
ﾂ（東M）7/15

2020HSベリトランス（大H）10/5

3030大和SMBCかわでん（JQ）11/25

1510新光共立印刷（JQ）2/16

上場日
引受
比率（%）

幹事
比率（%）

主幹事会社名

2004年7月～2005年6月末における幹事入り企業

※　委託販売、不動産投信を除く

新規公開株式引受実績
累計262社

うち

3月期 3月期 3月期 3月期 3月期

※　

他のオンライン専業証券に比べ高シェアの引受が多い

3月期

1Qのみ
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高シェアIPO引受実績

14

2

5

0
0

2

4

6

8

10

12

14

16

イー・トレード ＭＢＨ 松井 楽天

15％共立印刷2005/2/16

23％ガンホー2005/3/9

30％かわでん2004/11/25

20％ベリトランス2004/10/5

15％イーネット・ジャパン2004/8/23

10％船井財産コンサルタンツ2004/7/15

10％ランシステム2004/6/18

10％フレームワークス2004/6/4

10％ＩＲＩユビテック2005/6/14

21％アドバンスト・メディア2005/6/27

17％レカム2004/5/27

12％ディップ2004/5/27

13％トレーダーズ証券2005/4/7

25％日本通信2005/4/21

上場日
引受
シェア

会社名

同期間にイー・トレード証券が

10％以上の引受シェアを獲得した企業

2005年3月期～2006年3月期第１四半期
（2004年4月～2005年6月）において10％
以上の引受シェアを獲得した社数

（4）　募集・引受・売出手数料

出所：　トレーダーズウェブより当社にて集計
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17

11

18

26

0

5

10

15

20

25

30

イー・トレード MBH 松井 楽天

主要オンライン証券4社の引受実績

（4）　募集・引受・売出手数料

（引受社数）

引受実績比較（上場日基準）

引受社数※
2006年3月期第１四半期

引受社数※
2006年3月期第１四半期

262

186

170

129

50

100

150

200

250

300

イー・トレード ﾏﾈｯｸｽ・ﾋﾞｰﾝｽﾞ 松井 楽天

出所：各社公表資料等より当社にて集計。各社のオンライン取引創業から
2005年6月末日（上場日ベース）まで。委託販売、不動産投信を除く。

（引受社数）

累計引受社数累計引受社数

※オーバーアロットメントを含む。上場日基準。業者委託は含まない。
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全証券会社における引受社数実績

（4）　募集・引受・売出手数料

出所：発表資料より当社算出

IPO引受社数ランキング(2005年4-6月期)

※集計対象は05年4-6月期新規上場企業40社の国内引受分で、追加売出分と海外は含まず。
※引受参加とは、自社の主幹事案件含む引受銘柄数

40.016野村8

37.515高木10

40.016UFJつばさ9

42.517松井7

45.018MBH6

45.018大和SMBC5

47.519日興シティ4

50.020三菱3

62.525新光2

65.065.02626イー･トレード証券イー･トレード証券11
関与率（％）引受件数社名順位
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イー･トレー
ド
15.4%松井

9.1%

Sﾌﾚﾝﾄﾞ
8.7%

楽天
5.6%

新光
3.4%

野村
31%

日興C
3.4%

みずほI
3.0%

オリックス
1.9%

その他
18.9%

（参考）立会外分売の実績

（4）　募集・引受・売出手数料

東証における分売取扱実績シェア
（2005年4月～2005年6月現在）

当社立会外分売主斡旋企業

東証・大証における分売実績
2006年3月期第1四半期（2005年4月～2005年6月末）

取扱会社数：40社
分売合計金額：　　約252億円
弊社申込金額：　約424億円
うち取扱い金額合計：　　約40億円
当社取扱いシェア：　　約17.3％

※立会外分売による収入は委託手数料収入に含みます。

HCクラビット2005/3/14

東証Mメッツ2005/4/13

JQ共立印刷2005/5/25

HCクラビット2005/6/28

東証Mメッツ2004/12/2

東証Mモーニングスター2004/10/27

東証Mフォーバルテレコム2004/3/12

東証Mフォーバルテレコム2004/6/14

東証2ハークスレイ2004/6/21

東証１東京個別指導学院2004/10/26

2004/8/2

2003/12/5

2003/9/16

2003/9/11

実施日 市場会社名

エム･ピー･テクノロジーズ

ネクシィーズ

クラビット

イーシステム

東証M

HC

HC

HC



<29>

(5) トレーディング損益・その他収入

（百万円）

864

241

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

約3.6倍

イー・トレード証券決算のポイント

その他受入手数料収入＋トレーディング損益＋その他営業収益

2005年3月期1Q
（2004年4月～2004年6月）

2006年3月期1Q
（2005年4月～2005年6月）
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799

3 ,383

1 ,937
2 ,377 2 ,383697

893 3 ,829

5 ,116

6 ,199

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月

外債

円債

債券・その他商品の実績

年金不安・低金利を受け、外国債券・
個人向け国債の人気が上昇。キャンペー
ン等の効果もあり、前年同期比5.7倍
に増加。

（単位：百万円）

債券販売額（公社債・外債）の推移

2005年2004年

1,496

4,276

5,766

7,493

•BRICｓを中心とした、今後経済発展の見込まれる国
の株式や債券を組み込んだファンドを取扱い、新たな
顧客のニーズを喚起。

•オルタナティブファンドのような積極運用を行うファン
ドにより取扱商品の多様化とニーズの多様化を実現。

個人投資家

グローバルな投資機会の提供

8,583

5.7倍
新規募集
・オルタナティブファンド
・ロシア東欧株ファンド
・香港アジア不動産ファンド

追加募集
・中国株ファンド
・オーストラリア債券ファンド

（5）　トレーディング・その他手数料
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為替保証金取引の対応通貨拡大

（5）　トレーディング・その他手数料

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10 ,000

12 ,000

14 ,000

16 ,000

18 ,000

4 5 6 7 8 9 1 0 1 1 1 2 1 2 3 4 5 6
2004年

（口座数）

2005年7月に14通貨ペアの取引ができる新取引システムにリプレイスを実施

為替保証金取引の口座推移

2005年

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6

先物オプション口座数の推移

2005年2004年

（口座数）

15,397
5,911
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(6) 販売費・一般管理費

294 490

1,040
1,251

275

837371

465
880

1,162

200
589

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

（百万円）

3,403
取引関係費

人件費

不動産関係費

事務費

減価償却費

その他・
貸倒引当金繰入

4,536

租税公課

イー・トレード証券決算のポイント

2005年3月期1Q
（2004年4月～2004年6月）

2006年3月期1Q
（2005年4月～2005年6月）
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140

150

160

営業利益と販売費・一般管理費の比較

（指数）

2005年3月期 1Q
（2004年4月～2004年6月）

2006年3月期 1Q
（2005年4月～2005年6月）

営業収益は前年同期比1.52倍に拡大した。大幅なシステム投資を行いながらも、販管費を
抑制したことで利益率に貢献した。

営業利益と販売費・一般管理費の指数比較

営業収益

販売費・一般管理費

（6）　販売費・一般管理費



今後の事業展開



<35>

今後の事業展開

(1) イー・トレード証券のビジネスモデル

(2) 手数料について

(3) 今後の取組について

・最高水準のサービスと、最低水準の手数料体系で圧倒的なシェアを獲得する。

・リテールビジネスの強力な販売力を背景に、コーポレートビジネスでの収益拡大を図る。

・7月より新手数料体系を採用。最大75％の値下げを実施し売買金金額の低い層の取り込みをはかる。

・他証券会社と比較して、極一部の部分を除き圧倒的に安い手数料を提供。

・顧客基盤の拡大・・・Yahoo！Japanの圧倒的な集客力を利用し、仲介業を8月～9月頃開始予定。

・顧客基盤の拡大・・・信頼性の高い取引システムを構築する為、2004年12月比で3倍の能力を誇るシス
　　　　　　　　　　　　　　テムを構築する。また、地域リスクを勘案して、関西での構築を予定。

・更なる収益強化へ向けた対応・・・日韓クロスボーダー取引の実現。

・更なる収益強化へ向けた対応・・・E・TRADE USとの関係強化を図り、グローバルな投資機会を提供。

・顧客基盤の拡大・・・ATMカードの利便性を図るため、郵貯ATMとの接続を今年冬に実現。

・更なる収益強化へ向けた対応・・・モバイル取引の機能充実を図る。

・更なる収益強化へ向けた対応・・・不動産投資など株式投資以外のニーズの発掘。



（1）イー・トレード証券のビジネスモデル
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イー・トレード証券のビジネスモデル①

◆業界最高水準のサービス・品揃え◆業界最低水準の手数料

スタンダードプラン（1約定毎）
最低・・・525円～

アクティブプラン(１日定額制)
最低・・・525円～

※　2005年7月1日より新手数料適用
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イー・トレード証券のビジネスモデル②

IR支援IR支援

ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ
ﾌｧｲﾅﾝｽ
ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ
ﾌｧｲﾅﾝｽ

M&A
MBO

M&A
MBO

資産流動化資産流動化

上場企業

ベンチャー企業

IR情報
提供

IR情報
提供

立会外分売立会外分売

未公開株・
匿名組合
商品

未公開株・
匿名組合
商品

証券化商品証券化商品

株式・債券
委託・募集
株式・債券
委託・募集

引受
（株式・債券）
引受
（株式・債券）

コーポレートビジネスリテールビジネス

リテールでの販売力を活かし、
コーポレートビジネスを積極的
に展開。

新サービス・魅力的な手数料体系
でマーケットシェアを拡大し、更なる
顧客基盤の拡充を図る。

個人

安定的な収益力の向上
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2005年3月期期末決算時点

74.9%

70.8%

68.2%

67.5%

18.2%

23.3%

1.30%

15.0%

20.5%

15.7%

29.1%

21.6%

35.8%

21.4%

22.7%

11.9%

12.1%

4.2%

4.0%

17.1%

27.8%

13.1%

16.1%

0.9%

3.4%

1.8%

2.5%

0.0%

0.7%

0.0%

2.5%

26.9%

21.3%

15.9%

3.3%

10.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

カブコム

MBH

松井

イートレード

大和

日興

野村

委託手数料 引受・売出手数料募集・売出手数料 金融収益 その他トレーディング損益

出所：各社ホームページ、決算資料（※野村證券は国内基準の決算書より抽出）

※

「オンライン総合証券」イートレード証券が目指す収益構造



（2）手数料について
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イー・トレード証券に口座を保有している顧客の概算損益状況

源泉税は10％徴収す
る。従って当社で預か
る譲渡益税より顧客の
収益を算出する事が可

能。

預かり譲渡益税÷10％
＝顧客の収益

算出

609億60.9億
2004年
（1-12月）

555億55.5億
2005年
（1-6月）

1,164億116.4億合計

顧客の収益預かり譲渡益税

※預り譲渡益税の定義・・・特定口座を開設しかつ源泉徴収を選択している場合、利益の出ている
株式若しくは投資信託の売却をおこなうと、売却益の10％を証券会社が徴収し投資家に代わって
納税する。この徴収額を「預かり譲渡益税」という科目でプールする。

当社に口座をお持ちの方の多くは、安い手数料等や利便性の高い当社に口座をお持ちの方の多くは、安い手数料等や利便性の高い
投資ツールなどを利用して、利益を出している。投資ツールなどを利用して、利益を出している。
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イー・トレード証券の手数料体系

1回の約定代金

50万円まで

100万円まで

150万円まで

株式委託手数料

735円

945円

1,155円

スタンダードプラン

150万円超 1,680円

非常にシンプルで分かりやすい手数料体系
2005年7月1日約定分より新手数料がスタート！

1回の約定代金

代金に関わらず

株式委託手数料

577円

信用取引

1日の
約定代金の合計額

以降300万円
増加する毎に

株式委託手数料

＋2,100円

アクティブプラン

300万円まで

600万円まで

900万円まで

2,100円

4,200円

6,300円

現物取引 現物・信用取引

アクティブプラン選択者は全体の1.8％
（2005年3月末現在）

525円

945円

1,155円

1,680円

＋2,100円

2,100円

4,200円

6,300円

50万円まで

100万円まで

525円

945円

1日に何回取引しても1日の合計の
約定代金がある金額までは定額。

28％
値下げ！

最大75％
値下げ！
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業界最低水準の手数料体系　～株式委託手数料の段階的引き下げ～

手数料（円）

①現物2000円～

2001年2000年
4月

現物2500円～

1999年
10月 9月

④現物・信用700円～

⑤信用600円
⑥信用550円

③信用800円

11月11月
2002年

2002年1月～
一律600円の手数料体系へ値下げ
定額を300万円まで2000円に値下げ

2002年11月～ 信用取引手数料を一律550円に値下げ⑥

⑤

2001年9月～ 最低700円～の手数料体系へ値下げ
2500円からの定額及び選択制導入④

2001年2月～ 最低800円～の手数料体系へ値下げ②

2000年3月～ 最低2,000円～の手数料体系へ値下げ①

2001年4月～ 一律800円の手数料体系へ値下げ③

②現物800円～

2003年

信用

信用

現物
信用

現物

現物

信用

3月 2月 1月

■手数料引き下げの変遷

2005年7月～ 最低500円～の手数料体系へ値下げ⑦ 現物

2004年 2005年
7月

⑦現物500円



（3）その他今後の展開
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Yahoo!Japanとの証券仲介業

515万人のYahoo！プレミアム会員向けの
特典を設け、囲い込みを図る。

2005年4月末時点で515万人の方が会員登録を
している有料サービス。オークションに参加できたり
メールボックスの容量が増えるなど、様々なサービスを
受けられる。

Yahoo！専用の商品を提供し差別化を図る。

ソフトバンクグループ及びソフトバンクグループに関連する企
業のみを組入れた投資信託「ソフトバンクグループファンド
（仮称）」の提供を予定。

Yahoo！サイト内に仲介業ページを設置。
新設する仲介業サイトにおいて、イー・トレード証券の口座開設や
証券取引の勧誘を行う。

既存会員の囲い込み
差別化商品の提供

Yahoo！Japanの圧倒的な集客力を利用し、これま
でイー・トレード単独では獲得できなかった顧客を
獲得し、これまでに無いインターネット企業による証
券仲介業を展開する。

仲介業サイト
の新設
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信頼性の高い取引システム、利便性の高いウェブサイト

■100万口座対応
•2004年12月に、オンライン証券最大規模となる
100万口座に対応すべく、従来のシステム能力の
約2倍構成となる増強を実施。

•2005年には更なる口座数増加に対応すべく従来
の3倍構成実施を予定し万全の体制を整える。

•システムの拠点を関東だけではなく関西にも展開
し、大規模災害等によって起こりうる地域リスクを
分散する。

2004年12月　　　　　　　　　
従来のシステム構成の２倍

100万口座対応実施

従来のシステム構成の３倍
150万口座対応実施予定。

関東
関西

地域リスクの分散
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イー・トレードカードを郵便貯金ATMと接続

郵便局数　全都道府県
約2万4千店舗　

ATM台数　24都道府県
10,424台

（2005年7月12日現在）

IY銀行のATMだけではなく郵貯のATM
とも接続（2006年1月予定）を可能とし
イー･トレード証券のキャッシュカード
をより利便性の高いものとする。
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クレジットカード機能付キャッシュカードの発行

証券総合口座が投資口座から生活口座としての利用に用途拡大

JCBとの提携カードとして、クレジット機能と
キャッシュカード機能を併載。決済はイー・ト
レード証券の証券総合口座からも、指定銀行
口座からも、選択可能となる予定。JCB　
Okidokiポイントを証券口座にキャッシュバッ
ク可能。

JCBとのコラボレーション
イー･トレードJCBカード
～本年7月発行～

顧客の多様なニーズ顧客の多様なニーズ
を取り込むためを取り込むため
他のクレジットカード他のクレジットカード
会社との提携も検討会社との提携も検討
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日韓クロスボーダー取引

香港

既に開始している米国株取引、中国株（香港）取引に加え、本年５月下旬より韓国株取引を
開始した。尚、本年9月下旬には韓国投資家に日本株を購入できる機会を提供する。

韓国 米国

米国株取引
2003年6月開始

日韓リアルタイムクロスボーダー取引

日本→韓国　5月より開始
韓国→日本　9月下旬より

韓国上場株44銘柄より開始

日本

グローバルな投資機会の提供により、投資家のニーズを喚起し当社への取り込みを図る。

中国株取引
2005年3月開始
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E*TRADE USとの関係強化とグローバルな投資機会の提供

日本

USによる出資
関係強化

E*TRADE USとの資本強化
を行いUSの成功ノウハウを
日本においても展開する。

USの成功
例）銀行を買収し業績を大きく伸ばす。

グローバルな投資機会の提供により、
投資家のニーズを喚起し当社への取り
込みを図る。
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モバイル取引の拡充

入出金機能

銘柄登録リスト

市況情報

リアルタイム株価

投資信託基準価格情報

国内株式取引

株価指数先物オプション

カバードワラント

IPO・PO、立会外分売

ストリーミング、ネットバンキング

ポートフォリオ、アラート

新機能

外国為替保証金取引（ETRADEFX）

債券（円建・外貨建）

デザインを一新し操作性を向上させます。
携帯電話でもPCと同一のユーザーネー
ム・パスワードを使用可能とします。

ユーザーインター
フェース

ログイン前後の画面に表示されたコー
ルセンター電話番号へのリンクから、簡
単に問い合わせができるようにします

サポート

ニュース、チャート

ポジション、注文画面

情報

外国株式（米国・中国）取引

2005年4月～6月における
携帯電話端末経由の約定件数は、

全体の約全体の約77％％
より顧客の利便性を向上
させる為、モバイルサービスの
機能拡充を行う。

（従来の機能）（従来の機能） （本年度より追加の機能）（本年度より追加の機能）
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不動産オークション(マザーズオークション)との提携

・不動産オークションを運営するIDUと提携。株
式だけではなくさまざまな投資機会を提供し、
多種多様な顧客の取り込みを狙う。

・不動産だけでなく、例えばゴルフ会員権など
のオークションが考えられ、さまざまな展開が
見込める。

遷移

IDU

投資
オークション

不動産投信
募集

イー･トレード証券

開発

2.1％（競売件数に対す
る出展件数割合）

シェア（2003年）

不動産オークション取扱
実績において業界No.1

特徴

株式会社アイディーユー運営会社

マザーズオークションについて
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7月分

定期積立と債券セカンダリ取引の取扱開始

1月 2月 1月 2月

証券総合口座

6月分

投資信託 Ｓ株

かねてよりニーズの高かった
投資信託とＳ株の定期買付を
今期冬より開始予定。

定期積立商品の拡充 債券セカンダリ取引

売り手 買い手

注文

注文代金

券面

債券の取扱高が急増する中
セカンダリ取引のニーズも急増
今期冬より開始予定。



http://www.etrade.ne.jp


